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要旨：多摩大学グローバルスタディーズ学部ホスピタリティ・マネジメントコース
には、観光・ホスピタリティ産業等で活躍する高度サービス人材の育成、ならびに
地域観光振興に向けた地域・社会貢献が強く期待される。2016 年度多摩大学学内共
同研究「ホスピタリティ・マネジメントコースの将来構想検討プロジェクト」では、
観光地域振興ならびに大学の観光教育について、中長期を見据えた建設的なディス
カッションをおこなった。本報告では、ディスカッションから得られた知見を、大
学での観光教育、学生を巻き込んだ地域貢献、藤沢市と鎌倉市の観光取り組み、オ
リンピックに向けて、の 4 項目にまとめ、紹介する。 
キーワード： 観光教育、地域貢献、藤沢市の観光取り組み、オリンピック 
 
Abstract: Hospitality Management Course at School of Global Studies, Tama 
University, has been expected to train their students in order for them to be 
actively involved in tourism and hospitality industries after their graduation. The 
academic staff and students of the Course are also requested to contribute to local 
development. As a part of the internal project ‘Future development of Hospitality 
Management Course at Tama University’, a discussion session was conducted by 
both academic staff at two universities and stakeholders of Fujisawa and 
Kamakura Cities. In this paper, the outcomes of the discussion will be presented 
under the following four categories: tourism education at university, local 
contributions with university students, tourism practices in Fujisawa and 
Kamakura Cities, and Olympics. 
Keywords: tourism education, local contribution, tourism practices in Fujisawa, 
Olympics 
 
 
1. はじめに 
 2015 年 11 月に藤沢市・多摩大学・藤沢市観光協会によって観光連携等協力協定が締結
された。この三者連携は 2020 年の東京オリンピックにおける藤沢市江の島でのセーリン
グ競技開催を見据えたものでもある。この三者連携を含め、多摩大学グローバルスタディ
ーズ学部ホスピタリティ・マネジメントコースには、観光・ホスピタリティ産業等で活躍
する高度サービス人材の育成、ならびに地域観光振興に向けた地域・社会貢献が強く期待
されている。 
 同ホスピタリティ･マネジメントコースで観光・文化研究を専門とする教員 3 名（太田
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哲准教授、田中孝枝講師、堂下）は、同コースの将来構想を検討すべく、2016 年度に「ホ
スピタリティ・マネジメントコースの将来構想検討プロジェクト」と冠する学内共同研究
を実施した。この共同研究では、藤沢市内での三者連携を踏まえてホスピタリティ・マネ
ジメントコースの特性を認識し、学生教育ならびに大学運営を実現する方向性を探求する
ことによって、教育、地域貢献、ならびに研究で成果を上げることを目指した。1 年では
明確な成果をあげることは難しかったが、この共同研究を通じて、藤沢市の観光関係者や
提携している大学の教員と観光地域振興ならびに大学の観光教育について、ディスカッシ
ョンをおこなうことができた。 
 本報告では、2017 年 2 月 19 日（日）に開催された「多摩大学 藤沢市市民講座 2017」
にあわせて実施したディスカッション「藤沢市の観光振興に向けた大学教育について」の
内容をまとめる。同ディスカッションの参加者は以下のとおりである。 
 
【表 1：ディスカッション「藤沢市の観光振興に向けた大学教育について」参加者】 
  名桜大学 伊良皆啓上級准教授 
  名桜大学 大谷健太郎上級准教授 
  湘南台郷土つくり推進会議 河合恒二副議長（元 JICA 職員） 
  藤沢市観光協会 奥村裕美インバウンド担当課長 
  鎌倉市 山戸貴喜東京オリンピック・パラリンピック担当課長 
  多摩大学 安田震一グローバルスタディーズ学部長 
  多摩大学 橋詰博樹教授 
  多摩大学 太田哲准教授 
  多摩大学 堂下恵准教授 
  多摩大学 金本佐紀子講師 
  多摩大学 田中孝枝講師 
注：肩書き・職位等は 2017 年 2 月 19 日現在。 
 
2. ディスカッション：大学での観光教育 
 本報告でまとめるディスカッションでは、観光教育や東京 2020 オリンピックについて
議論がおこなわれた。以下では、主要な項目について議論の内容をまとめていく。 
まず、大学での観光教育について、日本国内の大学教育においてはいくつかの類型があ
ることが確認された。1 つ目の類型は、立教大学のように観光に関して総合的に学術から
実践まで様々なことを学ぶタイプである。2 つ目は、国際系学部・学科等において英語や
異文化を学ぶカリキュラム構成になっているタイプである。3 つ目は、経営系やビジネス
に特化した学部・学科において観光教育をおこなうタイプである。4 つ目は、アメリカの
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コーネル大学等を手本にして、実務を中心に様々な業界の専門家が専門的知識を提供する
タイプである。 
多摩大学は 2 つ目の国際系学部で観光を学べる構成になっており、1 年次に英語を集中
的に学び、2 年次以降は観光についての学術的な科目、ホスピタリティマネジメントとい
う実務を学ぶ科目、ならびに異文化を学ぶ科目群から履修可能になっていると説明がなさ
れた。 
それに対して、名桜大学の教員から、名桜大学が 20 数年前に開学した当時は観光発展
にともなって大学での人材育成が求められていたこと、沖縄県が海外移民を多く排出して
いたことから名桜大学が国際系の大学として始まったこと、加えて観光教育のカリキュラ
ムでは立教大学を手本にしたことが説明された。当初は、人文系も含めて必修科目が多く、
観光を広く学ばなければいけない構成になっていたそうだ。 
だが、現在に至るまでに産業やマネジメントにも重点が置かれるようになり、観光教育
のカリキュラムでは理論と実践の両立が目指されているそうである。10 年ぐらい前からシ
フトしたとのことで、必修科目数も減少したため、例えば観光政策に関する科目を履修し
なくても卒業できる、といった状況が生まれている。他方、実務に関する教育がまだ足り
ないという認識があり、会計学やマーケティング論といった観光産業の現場で生かすこと
ができる分野の教育が弱いことが課題だとの説明があった。 
なお、アメリカの大学院で学位を取得した名桜大学の伊良皆上級准教授からは、アメリ
カでは経営学をベースに観光学のカリキュラムが組み立てられており、観光学概論、経営
学、簿記･会計学、金融学等が必修だと説明があった。また、教授陣にも交通、飲食、宿
泊にかかる学位を取得した教員がそろっており、理論を追求する日本の観光学分野の研究
者／大学教員育成とは異なっているという話だった。 
それに対して、多摩大学の教員からは、実務家を大学で常勤教員として配置する際の難
しさが指摘された。例えば、ホテル業に長けた実務経験者が常勤教員となった場合、学際
的な学問である観光学をはじめ、複数の科目を 15 週にわたって担当してもらうことは難
しいという見解である。名桜大学では、運よくホテル業と航空業のどちらも経験した教員
や、財政学専門でかつホテル業と航空業のどちらの見識も豊かな教員、旅行業と航空業の
どちらも経験した教員がいるので、複数の業種についての実務的な科目が担当できる、と
いうコメントがあった。実務家を常勤教員として配置する場合、複数の業種を経験してい
て実務に関して横断的に科目を担当できること、ならびに初年次教育等の科目整備が十全
で当該教員の担当科目にできること、等が条件だという意見交換がなされた。 
なお、観光系の学部・学科を卒業しても観光産業にあまり就かないことも確認された。
多摩大学・名桜大学ともに学生の過半数は観光産業以外に就職していく。そのことについ
て、名桜大学の大谷上級准教授は、観光という事象を通して広く社会の経済と文化を学ぶ
という位置づけで観光教育のカリキュラムが成り立っているとコメントしている。観光に
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関する理論と実務を学ぶことで、観光産業に就職する人は専門的に学ぶことができ、そう
でない学生は観光を通じてマネジメント等を学べる、という人材像が描けるとのことであ
る。また、大谷上級准教授は、国際学部の目指す人材像を検討する際には、国際性と地域
性という融合しづらい両者の実現を意識しているともコメントした。 
理論と実務の両立、グローバルとローカルにおける目標の追求、観光を通じた社会や文
化の理解は、多摩大学グローバルスタディーズ学部にとっても非常に重要であろう。 
 
3. ディスカッション：学生を巻き込んだ地域貢献 
 次に、大学による学生を巻き込んだ形での地域貢献について、参加者の意見を検討して
いこう。藤沢市の観光関係者からは、現在は SNS でのプロモーションが盛んになってい
るので、若い人の視点、若い人ならではの発想を提供してもらいたいというコメントがあ
った。鎌倉市の観光関係者からも、オープン・ガバメントの取り組みにおいて、大学生に
鎌倉の観光に何かアイデアがほしいと話したりするときに、大学生から地域経営やエリア
マネジメントについてもいろいろと意見が出て面白い発想をしてくれる、というコメント
があった。 
藤沢市の湘南台郷土つくり推進会議・河合副議長は、元 JICA 職員という立場からの発
言として、JICA では地球的規模の課題に関してプロジェクトを 100 件以上おこなってい
るが、高度なプロジェクトに学生を巻き込むのは難しいという見解を示した。他方、NPO
や大学などが草の根協力を積極的におこなっており、そちらには多摩大学も参画できる可
能性があるのではないか、というアドバイスがあった。具体例として、慶應義塾大学の教
員がメキシコの先住民の村で有機コーヒー栽培を手伝い、フェアトレードで売って収入を
上げる取り組みをしている事例や、鳥取大学の教員がメキシコで乾燥地の農業に継続的に
関わっている事例が挙げられた。多摩大学でも、JICA に研修員としてきている多様な国の
人々を招聘して出身国について話してもらう、という取り組みが可能ではないかとのアド
バイスもあった。 
 地域の関係者としての立場からは、河合副議長が関わっている行事等で多摩大学の学生
が手伝ったりしているが、個々の学生は 2，3 年しか活動に関われないので、慣れてきた
ら終わってしまって残念だと感じているという話があった。この点に関連して、ディスカ
ッションでは学生を巻き込んだ活動の継続について議論がおこなわれた。複数の参加者か
ら、継続に関して重要なのは担当する教員の熱意であり、教員の熱意こそがゼミナール等
を通じて学生を教育しつつ活動に関わらせていくことにつながるとの意見交換がなされた。
名桜大学大谷上級准教授からは、実際に地域連携に関わっている立場として、地域の担当
者の熱意も不可欠で、地域の側から良き理解者が出てくると、継続的に活動について話し
合うことが可能になり、ゼミナールの学生との信頼関係も構築できると説明があった。教
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員、地域の担当者、ゼミの間で信頼関係ができると、学生が変わっても継続が可能になっ
ていくのである。 
 河合副議長ならびに大谷上級准教授から、業務の一環にすれば継続性があがる、という
話も出た。大学においては、地域貢献や地域連携を教員の評価軸に加えてしまえば、教育
や研究に加えて地域貢献活動をおこなおうという意識が高まる、という議論である。名桜
大学は公立大学であるので地域貢献のウェイトは他大学よりも大きいそうである。なお、
参加者からは、大学教員が業務の一環で地域に関わるのであれば、教員側の研修も必要に
なるかもしれない、というコメントがあった。 
 
4. ディスカッション：藤沢市と鎌倉市の観光取り組み 
 本報告の元となるディスカッションでは、藤沢市観光協会の奥村課長ならびに鎌倉市の
山戸課長を中心に、藤沢市と鎌倉市の観光取り組みについても情報共有や議論がなされた。 
 まず、鎌倉市の観光取り組みについての情報提供があった。鎌倉市では、観光客を増や
そうという施策はおこなっていないそうである。現状以上の増加は受け入れを困難にする
だけだからだ。現在の観光客数を据え置いて、いかに安全・安心に観光してもらえるかと
いう点が最も重要だということである。観光の質を高めることによって、鎌倉市が有して
いるコンテンツ、具体的には鎌倉時代を中核とする優良の文化財を知ろうという観光客の
来訪が見込めるようになる。加えて、鎌倉市民に対しても、外部の人々を魅了する地域の
文化財やコンテンツを学ぶきっかけになる。地域住民にとっても観光客が来ることへの満
足感が増すことにつながるとも考えているそうだ。 
 他方、藤沢市の方では、主な観光対象として江の島があるが、ここに訪れている外国人
観光客はアジアからが 70％を占めているそうで、鎌倉を訪れている欧米人にも江の島に来
てほしいという希望がある。藤沢市観光協会・奥村課長の感想として、アジアからの来訪
者には江の島の仲見世どおりの密集した店舗の雰囲気や食べ歩きに適した商店が好まれて
いて、歴史的にゆかりのある岩屋洞窟等を案内してもあまり興味を持ってもらえないそう
である。他方、欧米からの来訪者は江の島の歴史や文化に感銘し、景色のよいところでゆ
っくりリフレッシュできて良い、という感想を持っているそうである。来訪者の出身国･
地域で嗜好が違うのだ。 
 今後の観光の魅力創出については、参加者からいくつか提案があった。多摩大学･太田
准教授からは、江の島弁財天をタイ等の観光客にアピールするとよいという意見があった。
弁財天はインドの Sarasvati の化身だといわれているので、現在でもタイの観光客が自主的
に参詣していたりするそうである。鎌倉に大仏があるように、江の島には Sarasvati がある、
というアピールは、タイ等の観光客には有用だというアドバイスである。また、奥村課長、
太田准教授らは、富士山との関係を紹介するのも効果的だと意見交換をおこなった。江の
94 
島周辺で見ることができる海越しの富士山は綺麗であり、かつ同様の景色を見られる場所
は限定される。また、江の島で修行をした空海の伝説を富士山の修験道に関する宗教実践
と関連付けることも可能だろうという話があった。その他、龍口寺の五重塔は近隣では珍
しいので、来訪スポットの 1 つとして積極的に紹介できるというアドバイスもあった。 
 藤沢市と鎌倉市の共通の問題は観光客と地域住民の共存である。特に、江ノ島電鉄の利
用者については観光客も沿線住民も利用するため、観光客が増えると地元住民が不便を強
いられる。江ノ島電鉄沿線で写真撮影等をする観光客が住民に迷惑をかけている、という
指摘もあった。また、住民からの苦情は藤沢市側・鎌倉市側と区別して届くわけではない
ので、両市の連携が重要だというコメントもあった。 
 両市の連携については、特に意図的な妨げがあるわけではない。だが、上述のように観
光取り組みの姿勢が異なっていることもあって、効果的な連携が積極的になされていると
はいえないだろう。実際、両市の境にある海水浴場では、コースロープが 2 本張ってあっ
て、藤沢市側、鎌倉市側、両市の緩衝地帯に分けられているそうだ。この対応の理由の 1
つは両市の海水浴場に関する条例が異なるからである。だが、ディスカッション参加者か
らは、観光客、なかでも海外からの来訪者にとっては、市境は見えないものであり意識し
ないものなので、不便がないように配慮するべきだという意見があった。両市が発行して
いる観光案内地図などでは、藤沢市や鎌倉市はもちろん、湘南の広域を訪れやすいような
工夫が必要だというコメントもあった。 
 
5. ディスカッション：オリンピックに向けて 
 最後に、ディスカッションの中では 2020 年のオリンピックに向けての話もなされた。
藤沢市江の島がセーリング競技の開催地になるということで、参加者からマリンスポーツ
をカリキュラムに組み込んでいる名桜大学の教員に質問があった。名桜大学では、現在は
体育教員等を育成している学科に実習科目としてセーリングを含めたマリンスポーツが位
置づけられているそうである。だが、担当教員数や施設に限りがあり、また安全面を考え
て受講者数を制限しているため、観光を学んでいる学生が履修するのは難しいとのことで
あった。 
 2017 年 2 月現在、藤沢市・鎌倉市ともにオリンピック参加予定の各国のチームから、宿
泊等についての問合せがあったと報告があった。多くのチームの希望は、江の島へ徒歩で
行ける範囲に宿泊することで、かつ各チームのコックやマッサージ師などのスタッフを全
員連れてきて、全ての管理を自分達でおこないたいというものだそうである。その希望を
かなえるには、違法に民泊してもらうしかなく、藤沢市・鎌倉市とも検討・調整が続いて
いる段階であった。また、各国のチームが潤沢に予算を使えるのは 2020 年のみである一
方、競技自体は 2018 年・2019 年のプレプレ・プレ大会でもおこなわれるため、早期対応
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が求められるということであった。 
 ディスカッションでは、当時の事を覚えている藤沢市民の話も紹介された。前回の東京
オリンピックの時の選手村は大磯だったそうだが、当時は競技関係者がバスでオリンピッ
クのためにのみ江の島に来て、終わったらバスで帰っていっただけだったそうだ。他方、
地域に対しては、オリンピックに向けて神奈川県が多額の資金を活用して現在の江の島大
橋を造る等、十全な整備をおこなったそうである。それに対して、2020 年の東京オリンピ
ックでは、駐車場やヘッドオフィスをプレハブで造り、終わったら撤収する案がでている
そうで、非常にコンパクトな運営が想定されているとの情報共有もあった。 
 オリンピックに向けて多摩大学が教育機関としてできることについて、金本講師より
「風」に着目したイベントを開催することが可能だと提案があった。家族連れを対象にし
て、大きなシャボン玉を作って風にたなびかせるようなイベントをすると楽しんでくれる
参加者が多いだろうという話であった。江の島の地域特性を生かし、かつセーリング競技
で重要な風に着目するのは興味深いというコメントが参加者から寄せられた。 
 
6. 結語 
以上、多摩大学、名桜大学、藤沢市観光協会、湘南台郷土つくり推進会議、鎌倉市の関
係者 11 名によるディスカッションの内容をまとめた。上記から、大学での観光教育にお
いては、理論と実務、グローバルとローカル、観光を通じた社会や文化の理解が重要であ
るといえる。また、学生を巻き込んだ地域貢献では、関係する大学教員や受け手となる地
域の担当者の熱意が不可欠で、大学関係者・地域関係者・学生の間に信頼関係が構築され
ると、国内外問わず連携した活動を継続できることが示唆された。 
藤沢市と鎌倉市の観光取り組みについては、それぞれの取り組み姿勢や両市の観光の魅
力が異なっていたが、訪れる人々には境界線が見えないので広域での利便性向上やプロモ
ーションを検討することが有用だと話し合われた。2020 年のオリンピックについては、藤
沢・鎌倉両市をはじめとして関係者・団体の試行錯誤が続くが、多摩大学関係者からは、
江の島で開催されるセーリング競技の「風」に着目して何か活動ができるのではないかと
いう提案がなされた。 
本報告は 2016 年度多摩大学学内共同研究の成果報告であるが、この報告で完結するも
のではない。共同研究を通じて得られた内容を多摩大学でのホスピタリティ・マネジメン
トコースのさらなる発展ならびにより良い人材育成に向けて役立てていきたい。 
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